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GDP 比 3.4%程度と他国と比較しても高水準であり、韓国に次ぎ世界第 2 位である(1)。






















                                                   
(1) 「日本の研究開発費総額の推移」経済産業省 
http://www.meti.go.jp/policy/economy/gijutsu_kakushin/tech_research/aohon/a17_3_1.pdf 






図 1 各主要国の研究開発費総額の対 GDP 比率 
出所:OECD Main Science and Technology Indicators/GERD as a percentage of GDP 

























































































































スに関わる活動をすべて自社でまかなえるような組織は存在しない（武石 2003）。  










2.4  本論文の問題意識 













3.1 IT 業界の構造と問題 
 ここでは日本における IT 産業の受託開発における元請企業と下請の産業構造につい






































させた結果、オーストラリア連邦は 1901 年に成立することになる。 
 その様な背景を伴った独立であったため、英国との関係は 1901 年以降も親密なままで、
国際政治の舞台では 2 度の世界戦争で英国の側に立ってきた。憲法上も英国から分離し
たのは 1901 年にオーストラリア連邦を設立してから 85 年後の 1986 年である。その時
には既に人口は 1,600 万人まで増加しており、連邦が成立した後の 1905 年の 400 万人
から約 4 倍増加した。 
 日豪関係では 1957 年に日豪通商協定を締結後、1960～70 年代を通じて経済関係は資
源の輸出を背景に強まった。特に 1960 年の鉄鉱石の輸出解禁を受け、これにより日本
は安定的に鉄鉱石や原料炭を確保することができるようになった。この資源輸入によっ
て日本は 60 年代の急速な重化学工業化と経済成長を達成することができた。 
 その後、2000 年にシドニーにてオリンピックが開催され、2004 年には人口が 2,000 万
人を突破した。それから 10 年後の 2014 年には安倍晋三首相が日本の首相としては 7 年
ぶりにオーストラリアを訪問し、日豪経済連携協定 (EPA) に署名を行った。また日豪
経済連携協定 (EPA)は翌年の 2015 年には発効された。日豪経済連携協定(EPA) とは、
日豪間の貿易関税の約 95%を発効後 10 年後で撤廃する貿易協定である(2)。 
 
3.3  オーストラリアの経済構造 
 オーストラリアは、石炭・鉄鉱石をはじめとする天然資源に恵まれた世界でも有数の
資源国である。また、広い国土と気候にも恵まれて、農業・牧畜業も盛んである。 
 一方、日本と比べて約 20 倍もの広い国土(769 万平方キロメートル(2))とその国土に対
しては少ない人口（2018 年約 2,500 万人, オーストラリア統計局 Australian Bureau of 
                                                   
(2) 「オーストラリア連邦（Commonwealth of Australia）基礎データ」外務省 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/australia/data.htmlf 

























ているため経済が安定している。オーストラリアの経済は 1992 年以降実質 GDP 成長率
が 26 年間継続的に成長しており、2017 年にはオランダの世界最長記録を更新した。 
                                                   
(3) 「オーストラリア貿易投資促進庁について」オーストラリア貿易投資庁 
https://www.austrade.gov.au/Local-Sites/Japan/About-Austrade/about-austrade-japan 
（閲覧：2019 年 1 月 8 日） 
 
(4) 「Australia’s Real Gross Value Added by Industry」オーストラリア貿易投資庁 
https://www.austrade.gov.au/International/Invest/Why-Australia/Robust-Economy 
（閲覧：2019 年 1 月 8 日） 
 
(5) 「Composition of Trade Australia 2014-15」Department of Foreign Affairs and Trade  
https://dfat.gov.au/about-us/publications/Documents/cot-fy-2014-15.pdf 





























（閲覧：2019 年 1 月 8 日）  




（閲覧：2019 年 1 月 8 日） 
(8) 「25 Million Population Milestone」Australian Bureau of Statistics 
http://www.abs.gov.au/websitedbs/D3310114.nsf/home/25+Million+Population+Milestone 




図２ オーストラリア GVA のうち産業項目の構成比 
出所：Australia Bureau of Statistics Cat.NO. 5240 Australian System of National 
Accounts, Table 5, Gross Value Added (GVA) by Industry, Chain volume measures 
(released 27 October 2017); Austrade 
 
3.4  オーストラリアの中央銀行と四大銀行 
 オーストラリアの中央銀行は 1960 年に設立されたオーストラリア連邦準備銀行








                                                   
(9) 「オーストラリアの経済と資本市場」日本証券経済研究所 
http://www.jsri.or.jp/publish/general/pdf/g28/07.pdf 
（閲覧：2019 年 1 月 8 日） 
(10) 「Inflation Target」Reserve Bank of Australia 
https://www.rba.gov.au/inflation/inflation-target.html 
（閲覧：2019 年 1 月 8 日） 
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融監督庁(Australia Prudential Regulation Authority, 以下 APRA)の監督下にある。
APRA によるとオーストラリアの銀行は 2015 年 12 月時点で国内銀行、外国現地法人銀
行、外国銀行支店を含め 74 行が存在している。 
 オーストラリアの商業銀行の設立は古く 1817 年の Bank of New South Wales の設立
に始まる。Bank of New South Wales はオーストラリアで初めての銀行として設立し、





 オーストラリア連邦政府は政策として Four pillars policy（四大銀行政策）を掲げて
おり、これらの銀行間での合併は認めていない。四大銀行とは、先に挙げた Westpac
に加え、Australia and New Zealand Banking Group (ANZ), Commonwealth Bank of 
Australia(CBA),National Australia Bank (NAB)を指す。この四大銀行のシェアは圧倒的
であり、全銀行総資産に占める割合は約 8 割となっている。なお Westpac 以外は日本
に支店を設置している。 
 オーストラリアの銀行の特徴としては、国内の堅調な人口増を背景に預金額に対する
貸付金額の比率が高いことである。APRA によると 2015 年 12 月末時点で 115.7%(11)と
依然オーバー・ローン状態である。なお、日本の場合、全国銀行協会の集計によると全









                                                   
(11) 「Monthly Banking Statistics」APRA 
https://www.apra.gov.au/publications/monthly-banking-statistics 
（閲覧：2019 年 1 月 8 日） 
(12) 「全国銀行決算発表」全国銀行協会 
https://www.zenginkyo.or.jp/stats/year2-01/ 











資産額は 9,764 億豪ドル、経常利益 2,590 億豪ドル、当期純利益は 923 億豪ドルとなっ
ている。従業員数は連結で 49,125 人となり、店舗数は国内最多の 1,267 店舗、そして、








OS は米グーグルのアンドロイドを採用、画面解像度はアップルの ipad2 に近い 1280px 
x 800px となっている。外形寸法は 22cm(タテ) x 13.3cm(ヨコ) x 3cm(高さ)、質量は 1kg
程とパナソニックから発売されているモバイル決済端末「JT-C520 シリーズ」(14)と比較
すると 575g 程重い。 
 
                                                   
(13) 「Annual reports 2018」Commonwealth Bank of Australia 
https://www.commbank.com.au/content/dam/commbank/about-us/shareholders/pdfs/results/
fy18/cba-annual-report-2018.pdf 
（閲覧：2019 年 1 月 8 日） 
(14) 「JT-C520シリーズ」Panasonic  
 https://sol.panasonic.biz/mobile/jt-c52.html 




図３ Albert の外見 
出所：オーストラリア・コモンウェルス銀行 ホームページ(15) 
 
 その他の機能として、小型カメラ 8 pmx を搭載し、一次元／二次元バーコードリー











                                                   
(15) オーストラリア・コモンウェルス銀行 ホームページ 
(16) シドニー・モーニング・ヘラルド新聞「CBA banks on Albert to gain government 
customers」9 July 2015 
https://www.smh.com.au/business/banking-and-finance/cba-banks-on-albert-to-gain-govern
ment-customers-20150708-gi7uvv.html 
（閲覧：2019 年 1 月 8 日） 
(17) ABC「A Commonwealth Bank 'Albert' EFTPOS machine」15 Mar 2018 
https://www.abc.net.au/news/2018-03-16/a-commonwealth-bank-albert-eftpos-machine/9551





と決済端末を有線で繋いだものが主流であったが、Albert は 3G 及び WiFi に対応した
無線インターネット接続型であり、また 1 台で 5 役の多彩な決済手段に対応している。
決済方法として、スマートカード（接触 IC カード）、磁気ガード、コンタクトレス（非
接触）型電子マネー, PIN 入力装置, そして小型付属カメラによる QR コード決済と多
様な決済がある。また Albert では、Eftpos, American Express, MasterCard, VISA, 
UnionPay, JCB と主要な国際カードブランドに対応しており、コンタクトレス決済では
NFC 技術(19)をベースとした MasterCard の「Paypass」と VISA の「payWave」に対
応している。またセキュリティ面では、IC クレジットカード決済に必要な国際セキュ
リティ規格「PCI-PTS3.1」(20)に対応している。 
 料金プランは定額制となっており、端末自体は実質無料で提供される。ただし 2 台目
以降は一台につき月$29.50 豪ドルかかる。Albert の場合、定額制基本料金プランは 4






                                                                                                                                                     
 
(18) JFC (Japan Franchies Association, 日本フランチャイズチェーン協会) が発表した
2018 年 11 月時点のコンビニ店舗数は 55, 695 店舗である。
file:///C:/Users/daiji-igarashi/Downloads/20181220113039.pdf 
(19) Near Field Communication の略称。NFC とは近距離無線通信の標準規格の 
(20) Payment Card Industry が定める、クレジット暗証番号入力機器に必要となるセキュリテ




図４ モバイル決済端末の Merchant Plan 
出所：オーストラリア・コモンウェルス銀行 ホームページ(21) 
 










3.8  Eftpos の概要 
 Eftpos (Electronic funds transfer at point of sale, エフトポス) とは、電子決済システ
ム大手エフトポスが運営管理を行っている電子決済システムであり、日本でいうところ
のデビットカードだ。この Eftpos を運営するのは、国内大手銀行や小売り大手の合併
会社である EPAL 社(Eftpos Payment Australia、エフトポス・ペイメンツ・オーストラ
リア)である。Eftpos の仕組みは、クレジットカードとは異なり銀行の預金口座から紐















約 1.9億回を超すトランザクションが 1年間で行われ、総額は約 119億豪ドルに達した。 
 しかし、ここまで普及している Eftpos だが、ここにきてシェアが減少している。そ
の理由は、Visa や MasterCard によるクレジットカードでのコンタクトレス決済（非接
触型決済）がシェアを伸ばしてきているからである。Eftpos は非接触型カードの導入に
おいて現在大きく遅れを取っている。その結果、デビットカード決済に占めるシェアも、
近年は約 8 割から 6 割に減少している。 
 
3.9  オーストラリア・コモンウェルス銀行が Albert を開発した背景 






                                                   
(22) 「Australia edging closer to a cashless」eftpos 
http://eftposaustralia.com.au/wp-content/uploads/2015/02/11.07.12-australia-edging-to-cashl
ess-society.pdf 
（閲覧：2018 年 12 月 8 日） 
(23) 「Australia edging closer to a cashless」eftpos 
http://eftposaustralia.com.au/wp-content/uploads/2015/02/11.07.12-australia-edging-to-cashl
ess-society.pdf 
（閲覧：2018 年 12 月 8 日）  





























 このように、異業種による金融業への参入という外圧が危機感を煽り Albert の開発
に至ったと考えられる。 
 
3.10  オーストラリアにおけるコンタクトレス決済の環境 
 前章で述べたとおり、オーストラリアは世界第 5 位のキャッシュレス先進国であり、
決済手段における 50%以上がカードによる決済である。また、カード決済の内訳は、ク
                                                   
(25) 「キャッシュレス・ビジョン」経済産業省 
http://www.meti.go.jp/press/2018/04/20180411001/20180411001-1.pdf 
（閲覧：2018 年 12 月 8 日） 
(26) 「Card Payments Regulation」 Reserve Bank of Australia 
https://www.rba.gov.au/payments-and-infrastructure/review-of-card-payments-regulation/q-
and-a/card-payments-regulation-qa-conclusions-paper.html 

























ンドの VISA や MasterCard がオーストラリアにおけるクレジットカードの主流となっ
                                                   
(27) 「How Australians Pay」Reserve Bank of Australia 
 https://www.rba.gov.au/snapshots/how-australians-pay-snapshot/（閲覧：2018 年 12 月 8 日） 
(28) シドニー・モーニング・ヘラルド新聞「$110bn: Australia's contactless boom」8 
August 2016 
https://www.smh.com.au/business/companies/110bn-australias-contactless-boom-20160806-
gqmg7j.html（閲覧：2018 年 12 月 8 日） 
(29) 「Tap and Go Technology Reigns in Australia」MasterCard 
https://newsroom.mastercard.com/asia-pacific/press-releases/tap-and-go-technology-reigns-i
n-australia/（閲覧：2018 年 12 月 8 日） 
(30) 「Tap and Go Technology Reigns in Australia」MasterCard 
https://newsroom.mastercard.com/asia-pacific/press-releases/tap-and-go-technology-reigns-i





























 もう一つ大きな外部環境の変化として送金システムがある。全銀協は 2018 年 10 月か





















ループでの連結総資産は 199 兆円となり、3 月期の売上は 5.7 兆円、経常利益は 1.1 兆
円となっている。従業員数は連結で 2.9 万人となっており、三大金融グループでは三菱





作る」。この 3 つの理念をグループ経営における普遍的な概念としている。 
 





















図５ SMBC グループの組織体制 
出所：SMBC グループ ホームページ(31) 
 





る。同システムは 2001 年に開発に着手し、2002 年にはサービスを開始した。 
  図４にあるよう通り、同行のシステム開発は日本総研が各システムインテグレーター
の取りまとめ役となり、開発・運用を行っている。そのような中、日本総研と同様に、




                                                   
(31) SMBC グループ ホームページ 
http://www.webbankingcollege.com/html/itsolution_02.html 




































                                                   
(32) 「日本電気発展略図」住友グループ広報委員会 
https://www.sumitomo.gr.jp/history/chart/company_26/ 

















IDEO と協働で開発し、システム開発の一部をドイツの IT ベンダーである Wincor 
Nixdorf 社と開発した。3 社が Albert の開発にあたって協働関係であることは、オース
トラリア・コモンウェルス銀行の Media release 及び IDEO のホームページ上で紹介さ
れている事例紹介から読み取ることができる。2015 年 3 月に公開されたオーストラリ
ア・コモンウェルス銀行の Media release によると 3 社の関係を次の様に述べている。
「Commonwealth Bank has engineered Albert in partnership with global IT and 
design leaders Wincor Nixdorf and IDEO to create a portable and user-friendly tablet」
オーストラリア・コモンウェルス銀行は 2 社との関係性を”Partnership”と表現している
ことから、協働関係であると考えられる。また同様に IDEO も自社ホームページの事例
紹介において、「IDEO, CBA, and Wincor Nixdorf worked together closely」と協働で開
発したことを述べている。 
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